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１ 県本庁における生活保護行政の状況 

 

（１） 組織体制 

ア 県本庁における生活保護事務担当 

昭和 60 年 4 月 1日 民生部社会課から福祉部援護課に改称され、生活保護班が担当す 

る。 

平成５年 4 月 1日   福祉部生活援護課に改称され、管理指導班及び生活保護班の２班 

が担当する。 

平成 12 年 4 月 1日  管理指導班が管理恩給年金班と改められた。 

平成 16 年 4 月 1日  管理恩給年金班が恩給・ホームレス対策班と改められた。 

平成 17 年 4 月 1日  保健福祉部生活援護課に改称され、生活保護・ホームレス対策班 

が担当する。 

平成 22 年 4 月 1日  保健福祉局地域保健福祉部生活援護課に改称され、生活保護グル 

ープが担当する。 

平成 25 年 4 月 1日  保健福祉局福祉部生活援護課と改められた。 

   平成 30 年 4 月 1日 福祉子どもみらい局福祉部生活援護課と改められた。 

 

  イ 担当事務等 

（ア）生活保護グループの担当事務 

・ 保護の実施要領関係、介護扶助運営要領関係、医療扶助運営要領関係、生活保 

護法施行事務監査･特別指導監査をはじめとする福祉事務所指導、指定医療･指 

定介護機関の指導、扶助費等の経理、その他生活保護全般に及ぶ事務 

・ 生活保護法に規定する審査請求の事務 

・ 生活保護施設事務費、補助金に関する事務 

 

（イ）嘱託医等の配置 

医療扶助の適正かつ積極的な運営を図るために、技術吏員及び精神科嘱託医をそれ 

ぞれ１名配置し、更に、昭和 45 年度から一般医科嘱託医と歯科嘱託医を配置してい 

る。 

これら専門医は、診療報酬明細書の知事決定審査をはじめ、指定医療機関の指定促 

進等に従事し、特に一般医科及び精神科嘱託医については、指定医療機関に対する指

導や診療報酬明細書審査業務などを行っている。 

 

 

20



  

（２） 令和４年度神奈川県の生活保護行政の基本方針 

 ア 現状認識 

（ア）県内の生活保護の動向 

令和４年１月現在、全県の被保護者数は 153,426 人、被保護世帯数は 122,337 世帯

で、被保護世帯は増加傾向となっている。世帯類型別割合でみると、高齢世帯が 52.6％

と最も多くなっている。障害世帯は 14.4％で前年同月より 0.9 ポイント増加、その他

世帯は変わりがなく、他の類型は減少している。 

「高齢者世帯」の最も多い要因について、①人口動向の影響、②「高齢者世帯」に

多くみられる課題（高齢に伴う失職、老齢年金等収入額が少ない）、③保護受給期間

の長期化による高齢者世帯への移行等が考えられる。 

こうした県内の保護の動向から、高齢者や障がい者が抱える課題への支援や稼働能

力を有する被保護者への就労支援等、多様かつ幅広い課題への対応が必要となってい

る。 

（イ）制度の動向 

平成 30 年６月、「生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の

一部を改正する法律」が成立し、順次施行された。 

＜改正法の施行時期＞ 

平成 30 年６月：進学準備給付金の創設  

平成 30 年 10 月：後発医薬品の使用原則化等 

令和２年４月：無料低額宿泊施設の規制強化や日常生活支援を提供する仕組の創設  

令和３年１月：被保護者健康管理支援事業の創設等 

今後も生活困窮者自立支援制度と生活保護制度の連携による対象者への適切な支

援を推進してくことが求められている。 

（ウ）令和３年度の管内福祉事務所に対する県の取組 

令和３年度は、次の事項に取り組み、法の適正実施の推進を図った。 

ａ 相談者等に寄り添った適切 な相談支援の実施 

コロナ禍の生活保護の弾力的な運用について監査や会議等において周知徹底を

図った。 

ｂ それぞれの課題にあった自立支援の実施 

実地監査において一般ケース検討や、訪問調査の実施状況を確認すること等によ

り、被保護者の自立支援にかかる状況を把握した。 

ｃ 適切な保護の実施に向けた組織的な取組みの推進 

監査の実施方法について、新型コロナウイルス感染拡大の状況によって柔軟に見

直し、書面審査を中心にしつつ、福祉事務所における実地監査も１日程度実施する

ことで、面接相談のあり方や課税調査等の進行管理を確認し、生活保護制度の適切
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な運用にあたって組織的に対応することの重要性を共有した。 

  （エ）令和４年度に向けての課題 

令和４年度の生活保護の運営実施に当って、次の事項が課題である。 

ａ 新型コロナウイルス感染症の影響への対応 

社会経済活動の低迷が続き、相談・申請や保護世帯数の増加が今後も見込まれる

中、福祉事務所においては、生活に困窮する人が確実かつ速やかに必要な支援や制

度につながることができるよう、相談者に寄り添った相談支援を強化するとともに、

訪問等により被保護者が抱える課題を的確に把握し、自立に向けた支援を行うこと

が必要である。 

また、県は、監査方法の工夫や、オンラインによる会議・研修の充実により、福

祉事務所に対する支援を強化することが必要である。 

ｂ 令和３年度の管内福祉事務所への監査結果で確認された課題への対応 

令和３年度に実施した監査においても、所長以下組織全体として課題等を共有し、

改善に向けた取組がなされていない事例が散見され、同様の指摘が複数年にわたる

事例もあった。監査で指摘された課題については、福祉事務所として組織全体で改

善を図る取組みが必要である。 

イ 令和４年度の基本方針 

生活保護制度の趣旨目的を理解した制度運営を図るためには、制度を必要としている

人を確実に制度につなげ、適切な保護の決定と必要な支援を行い、組織的な取組を進め

ることが重要である。 

   県は、こうした取り組むべき課題について、次の３点を柱に適正な保護の実施を推進

する。 

（ア）相談者等に寄り添った適切な相談支援の実施 

（イ）それぞれの課題にあった自立支援の実施 

（ウ）適切な保護の実施に向けた組織的な取組みの推進 

ウ 令和４年度重点事項 

現下の生活保護の状況及び令３年度監査結果等を踏まえ、福祉事務所が取り組む次の

項目について、県は、監査等で確認するとともに、会議・研修等で必要な助言指導を行

う。 

 （ア）新型コロナウイルス感染拡大の影響下における適切な制度の実施 

ａ 相談者等に寄り添った丁寧な相談支援及び被保護者個々の課題に対する効果的

な自立支援の実施 

ｂ コロナ禍における弾力的な生活保護制度の運用と適正実施の徹底 

（イ）福祉事務所の組織力運営管理面の向上 

ａ 職階毎の役割の認識、効果的な進行管理及びチェック体制の構築 
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ｂ 各関係職員の知識技術の向上のための所内研修や、マニュアル等の整備 

 エ 県の具体的な取組み事項 

県は、基本方針に沿って、次の取組みを行う。 

（ア）コロナ禍の県民生活への影響の把握 

現下の状況を適切に把握するため、コロナ禍の県民生活への影響調査を継続する。 

（定期的なフィードバックを行う） 

（イ）監査方法の見直し 

コロナ禍における実地監査を効果的、効率的に進めるとともに、書面審査の充実を

図り、福祉事務所の組織的運営管理面の向上を支援する。 

（ウ）研修方法の工夫及び充実 

コロナ禍におけるオンラインの活用といった実施方法の工夫や、内容の充実により、   

相談支援等の知識技術の向上や、連携強化等による重層的支援の向上を図る。 

（エ）状況に応じた会議等の開催 

確実に会議が開催できるよう、状況に応じてオンライン会議を積極的に取り入れる。 
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（３）福祉事務所に対する事務監査 

ア 令和３年度実施状況 

   令和３年度の事務監査は、管内 22 福祉事務所のうち 19 福祉事務所に対して各１

回を実施した。残り３福祉事務所は実施を予定していたが、新型コロナウィルスの

影響により中止した。また、１福祉事務所に対して特別指導監査を実施した。実施

結果の主眼事項・着眼点別指摘の状況は第１表のとおりである。 

個別一般ケース検討及び文書指摘の状況は第２表のとおり。（但し、令和３年度は

コロナの影響により、実地監査を大幅に縮小して実施しており、個別ケース検討の

件数が減少た。） 

 

第１表 主眼事項・着眼点別指摘の状況 

指 摘 事 項 
指摘事務所数 

Ａ 

構成比 

Ａ／19×100 

実施機関の組織 10 52.6％ 

査察指導機能の状況 ６ 31.5％ 

保護の決定実施の状況 ０ 0.0％ 

訪問調査活動の状況 ０ 0.0％ 

面接相談の体制、保護の開始、廃止の状況 ５ 26.3％ 

経理事務の処理状況 ４ 21.0％ 

課税調査（一斉点検）の状況 12 63.1％ 

扶養能力調査の状況 ０ 0.0％ 

個別具体的な指導援助の状況 ０ 0.0％ 

 

第２表 ケース検討結果 事項別指導・指示等の状況（令和元・３年度） 

R１ 26,872 550 2.0 316 57.5 0 62 8 72 2 74 107 17 8 44 0 69 27 11 1 39

R３ 30,259 59 0.2 35 59.3 0 8 0 4 0 4 14 2 1 3 0 6 5 0 0 5

ケース検討結果 事項別指導・指示の状況
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１
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６　最低生活費
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準
生
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ク
　
加
算

ケ
　
そ
の
他

 
 
小
計

58

 

※令和２年度はコロナの影響により、書面監査としたため、個別ケース検討は未実施 
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11 12
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R１ 66 15 0 0 81 1 35 0 0 3 0 38 28 0 1 26 55 108 0 642 550 4 108 108 108 443

R３ 9 2 0 0 11 0 7 0 0 0 1 8 6 0 0 4 10 1 0 67 59 0 1 1 1 58

１
　
訪
問
計
画

２
　
訪
問
実
績

３
　
訪
問
達
成

問
題
あ
り

事項別指導・指示の状況

９　稼働能力等の把握７　収入認定 　
８
　
保
護
の
決
定

訪問調査活動の評価

問
題
な
し

指
摘
件
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の
合
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１０　指導指示等 検
討
総
数

※令和２年度はコロナの影響により、書面監査としたため、個別ケース検討は未実施 

 

イ 令和４年度生活保護法施行事務監査実施計画 

（ア）監査の目的 

福祉事務所における施行事務について、その適否を関係法令及び国が定める生

活保護法施行事務監査実施要綱の別紙「生活保護法施行事務監査事項」に基づき、

個別かつ具体的に検討し、必要な是正改善を図るとともに、生活保護事務がより

適正かつ効率的に実施されるよう指導･援助することを目的として、生活保護法

施行事務監査（以下、「監査」という。）を実施する。 

（イ）監査の重点事項 

ａ 保護の面接相談時における適切な対応について 

新型コロナウイルス感染拡大の影響下において一時的に生活に困窮する者が 

増加している状況の中、生活保護世帯数は着実に増加していることを踏まえ、

必要な方に対し確実に保護を実施するという制度の基本的な考えのもと、適切

な相談支援の実施が必要である。 

ｂ 課税調査の事務処理の進行管理の徹底について 

令和３年度に実施した監査の結果、一部実施機関において、法第 63 条、78

条適用事例のうち、前年度に実施した課税調査で判明すべきと思料される事例

が認められる、課税収入額と収入申告額の突合作業及びその結果に対する組織

的な確認が不十分である、又は調査後の処理が遅延している等の状況が確認さ

れたことから、更なる取組みが必要である。 

ｃ 訪問調査活動の確実な実施について 

令和３年度に実施された厚労省監査の結果、新型コロナウイルス感染症の感 

染拡大による影響を考慮したとしても、訪問計画に対する訪問実績が低調な実施

機関が複数認められた。訪問調査活動は生活保護制度の中核を成す重要な現業業
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務であることを十分に認識の上、通知に基づき、必要な訪問調査活動を実施する

必要がある。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染リスクについては、十分に注意を払った

上で、生活状況の把握をする必要があることから、家庭訪問の代替手段として、電

話連絡等を活用し、必要な訪問調査活動を実施する必要がある。 
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（４）指定医療機関 

生活保護法による医療扶助のための医療を担当する機関は、法第 49 条の２第２ 

項各号のいずれにも該当せず、医療扶助のための医療について理解を有していると 

認められるものについて、厚生労働大臣、都道府県知事、又は政令・中核市長が指 

定し、医療扶助は指定された医療機関に被保護者を委託して実施される。 

 

（５）指定医療機関に対する指導検査 

指定医療機関に対する指導及び検査としては、国が示した基本方針に準拠し、「生 

活保護法指定医療機関に対する指導及び検査実施要領」に基づき、被保護者に対す 

る援助の充実と自立助長に資するため、法による医療の給付が適正に行われるよう 

制度の趣旨、医療扶助に関する事務取扱等の周知徹底を図ることを目的として、一 

般指導及び個別指導を実施、また、被保護者にかかる診療内容及び診療報酬の請求 

の適否を調査して診療方針を徹底させ、医療扶助の適正な実施を図ることを目的と 

して、検査を実施することとされている。 

令和２、３年度指定医療機関に対する指導実施状況は、新型コロナウィルス感染

拡大の影響により中止とした。令和元年度指定医療機関に対する指導実施状況は第

３表のとおりである。 

 

第３表 令和元年度指定医療機関に対する指導実施状況 

 一般指導 
（集団指導） 

（実地指導） 
計 

個別指導 検査 

医 科 ２回  ８回 ０回 １０回 

歯 科 ２回  ０回 ０回   ２回 

調 剤 ２回  ０回 ０回   ２回 

計 ６回  ８回 ０回 １４回 

 

（６）診療報酬明細書の点検 

診療報酬明細書、調剤報酬明細書（以下「レセプト」という。）の点検を行うこと 

により、生活保護法による医療扶助費の適正な支出を図るとともに、被保護患者の適 

切な処遇の確保を図るため、実施するものである。 

令和元年度のレセプト点検（過誤調整）の状況は第４表のとおりである。 
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（７）指定介護機関 

   生活保護法による介護扶助のための介護を担当する機関は、法第 54 条の２第４項にお 

いて準用する法第 49 条の２第２項第２号から第９号までのいずれにも該当せず、介護保

険法（平成９年法律第 123 号）第 41 条第１項本文、第 42 条の２第１項本文、第 46 条第

１項、第 48 条第１項第１号、第 53 条第１項本文、第 54条の２第１項本文、第 58 条第１

項若しくは第115条の 45の３第１項の規定による指定又は同法第94条第１項の規定によ

る許可を受けているものであって、介護扶助のための介護について理解を有していると認

められるものについて、都道府県知事及び政令指定・中核市長が指定し、介護扶助は指定

された介護機関に被保護者を委託して実施される。 

 

（８）指定介護機関に対する指導検査 

   指定介護機関に対する指導及び検査としては、国が示した基本方針に準拠し、「生活保 

護法指定介護機関に対する指導及び検査実施要領」に基づき、被保護者の処遇の向上と自 

立助長に資するため、法による介護の給付が適正に行われるよう制度の趣旨、介護扶助に 

関する事務取扱等の周知徹底を図ることを目的として、一般指導及び個別指導を実施、ま 

た、被保護者にかかる介護サービスの内容及び介護の報酬の請求の適否を調査して介護の 

方針を徹底させ、介護扶助の適正な実施を図ることを目的として、検査を実施することと 

されている。 

   令和２年度、令和３年度は新型コロナウィルス感染拡大の影響により未実施だった。令

和元年度指定介護機関に対する指導実施状況は第５表のとおりである。 

 

第５表 令和元年度指定介護機関に対する指導実施状況 

 

 

 

一般指導 

（集団指導） 

個別指導 

  

事業所１回 １ヶ所 
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（９）会議・研修 

生活保護業務に携わる職員に対して生活保護行政運営方針等の周知徹底及び連絡調整を図ると共に、被保護 
者の自立への援助に必要な知識と技術を身につけるために各種会議、研修を実施している。令和３年度におけ 
る会議、研修は第７表及び第８表のとおり実施した。 

また、生活保護業務担当者が自らの意欲と専門性を向上させるための自主研修を行うことを目的として「生活保 

護事務連絡協議会」が、第６表のとおり設置されている。 

 

 

第６表 生活保護事務連絡協議会の状況 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

協 議 会 名 構  成  員 

（ア）神奈川県生活保護事務研究協議会 市、郡部福祉事務所の査察指導担当職員 

（イ）神奈川県福祉現業員協議会 郡部福祉事務所の現業員等 

（ウ）医療・介護扶助担当者連絡協議会 市部福祉事務所の医療・介護扶助事務担当者 
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第８表　令和３年度　生活保護関係職員研修の実施状況（生活援護課主催）

研修会等の名称 対象者 開催月 日数
参加人
数

研修会等の内容

１　コロナ禍の生活保護の弾力的な対応

２　ケース審査について

３　審査請求について

４　医療扶助・介護扶助における留意点

５　生活保護法施行事務監査について

１　保護の実施要領について

３　記録の書き方について

４　医療扶助について

５　介護扶助について

６　他法他施策の活用について

７　コロナ禍の生活保護の弾力的な対応

第１回地区担当員研修 地区担当員 ８月 １日 118名
１　生活支援においてアディクションをどう理解し
    取り扱うべきか

新任査察指導員研修 新任査察指導員 ７月
資料配

布
―

新任地区担当員研修
新任地区担当員（地
区担当員経験が1年

未満の者）
６月

資料配
布

―
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（10）不服申立て 

   実施機関（政令指定都市含む）の保護の決定及び実施にかかる処分について不服のあ 

  る者は、県知事に審査請求することができるとされ、その状況は第９表のとおりである。 

第９表 不服申立ての状況 

取下げ

等件数

H24 53 4 50
認容 (4件)
棄却 (32件)、却下 (13件)

一部認容、その余棄却(1件)

25年度繰越

審査請求24件・再審査請求2件

H25 322 9
請求件数のうち、

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服(259件) 253
認容 (2件)

棄却 (226件)、却下 (23件)
一部却下、その余棄却(2件）

26年度繰越

審査請求84件・再審査請求2件

H26 294 0
請求件数のうち、
保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服(238件) 338

認容 (4件)
棄却 (311件)、却下 (23件)

27年度繰越

審査請求41件・再審査請求1件
(→H27に1件取下げ)

H27 416 6
請求件数のうち、
保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服(338件) 378

認容（2件)
棄却 (358件)、却下 (18件)

28年度繰越
審査請求72件・再審査請求1件

H28 86 22 64
認容（7件)
棄却 (38件)、却下 (16件)

一部認容 、その余棄却(2件)

提起数のうち旧法13、新法73
平成29年度繰越

審査請求72件・再審査請求2件

H29 108 14 98

認容（４件)

棄却 (42件)
却下 (22件)

一部却下、その余棄却(29件)
一部棄却、その余は却下(1件)

平成30年度繰越
審査請求67件・再審査請求1件

（→H30に2件取下げ）

H30 326 8
請求件数のうち、

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服(236件) 92

認容（12件)

棄却 (37件)
却下 (20件)

一部却下、その余は棄却(22件)
一部認容、その余は棄却(1件)

令和元年度繰越
審査請求287件・再審査請求1件

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服（98件）

保護開始決定処分は不当（１件）

保護開始申請の却下は不当（４件）

保護変更申請却下処分は不当（10件）

保護申請却下処分に対する不服（９件）

保護変更決定処分に対し不服（28件）

保護廃止決定処分は不当（11件）

法第63条費用返還決定処分は不当（20件）

法第78条費用徴収決定処分は不当（４件）

保護停止決定処分は不当（１件）

その他（３件）

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服（169件）

加算認定に係る決定処分に不服（２件）

保護開始決定処分は不当（１件）

保護変更申請却下処分は不当（３件）

保護申請却下処分に対する不服（17件）

保護変更決定処分に対し不服（25件）

保護廃止決定処分は不当（10件）

法第63条費用返還決定処分は不当（28件）

法第78条費用徴収決定処分は不当（３件）

保護停止決定処分は不当（２件）

その他（４件）

保護開始決定処分は不当（１件）

保護開始申請の却下は不当（１件）

保護変更申請却下処分は不当（５件）

保護申請却下処分に対する不服（14件）

保護変更決定処分に対し不服（26件）

保護廃止決定処分は不当（６件）

法第63条費用返還決定処分は不当（13件）

法第78条費用徴収決定処分は不当（１件）

保護停止決定処分は不当（２件）

その他（１件）

R3 70 9 322

認容（８件)
棄却 (270件)
却下 (40件)

一部却下、その余は棄却(1件)
一部認容、その余は棄却(1件)

一部認容、その余は却下(2件)

・死亡終了２件

令和４年度繰越

審査請求 53件

裁決

結果
備考年度

請求

件数
審査請求理由の概要

裁決

件数

認容（8件)
棄却 (127件)

却下 (30件)
一部却下、その余は棄却(11件)

一部認容、その余は却下(1件)

令和３年度繰越
 審査請求　319件R2 264 11 177

認容（４件)
棄却 (153件)
却下 (43件)

一部却下、その余は棄却(10件)
一部棄却、その余は却下(2件)

一部認容、その余は却下(1件)

・死亡終了１件

令和２年度繰越

審査請求239件

R1 175 6 213

 
※当年度中において請求された件数及びその請求理由の概要、また県知事が裁決した件数（裁決に係る審査請求 
年度は問わない）を計上したもの。請求人の死亡により審理を終了したものがあるため、各表の件数の合計等

は一致しない場合がある。  
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２ 福祉事務所における生活保護行政の状況 
 

（１）組織体制 

被保護世帯数ごとの福祉事務所数を表したのが第 10 表である。被保護世帯数が多

いのは、市部では藤沢市福祉事務所（4,332 世帯）、郡部では小田原保健福祉事務所

（1,429 世帯）である。また、市部で最も保護世帯数が少ないのは南足柄市福祉事務

所（317 世帯）、郡部は鎌倉保健福祉事務所（116 世帯）である。 

平均被保護世帯数は、市部福祉事務所が 1,965 世帯、郡部福祉事務所は 736 世帯で

ある。 

 

第 10 表 被保護世帯数別 福祉事務所数            令和４年４月現在     

被保護

世帯数 

500 

世帯未満 

500 

世帯以上 

1,000 

世帯以上 

2,000 

世帯以上 

3,000 

世帯以上 
計 

市部 2 5 3 4 2 16 

郡部 2 1 1 0 0 4 

県計 4 6 4 4 2 20 

 

現業員数別の福祉事務所数を表したのが第 11 表である。生活保護現業員（面接員 

含む）は、市部福祉事務所に 343 人、郡部福祉事務所に 43人配置されている。市部 

で最も多く生活保護現業員が配置されているのは横須賀市福祉事務所（54 人）、郡

部は小田原保健福祉事務所（21 人）である。 

 

第 11 表 生活保護現業員数別 福祉事務所数          令和４年４月現在 

現業員数 １～５ ６～10 11～15 16～20 21～30 31 以上 計 

市部 2 2 3 3 1 5 16 

郡部 1 1 1 0 1  0  4 

県計 3 3 4 3 2 5 20 
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生活保護現業員の配置数は、社会福祉法第 16 条で標準数が定められており、市 

部は被保護世帯 80 世帯につき１人、郡部は被保護世帯 65世帯につき１人とされて 

いる。 

担当平均ケース数ごとの福祉事務所数を表したのが第 12 表である。市部福祉事 

務所では現業員１人あたりの担当ケース数は、平均 85.9 ケースである。一方、郡 

部では、平均 68.5 ケースである。 

 

第 12 表 担当平均ケース数別 福祉事務所数          令和４年４月現在 

 

被保護者の増加並びに各自治体の行政改革等による全庁的な人員の抑制により、標 

準数を充足することが困難な福祉事務所も生じている。現業員の過不足人員ごとの福 

祉事務所数を表したのが第 13 表である。郡部の３保健福祉事務所、市部の８福祉事 

務所では標準数が充たされているが、９福祉事務所が標準数を下回っている。 

 

第 13 表 現業員過不足人員数別 福祉事務所数      令和４年４月現在 

 

 

 

 

 

担当平均 

ケース数 
65 未満 65～70 71～80 81～90 91～100 101 以上 計 

市部 0 0 5 6 3 2 16 

郡部 1 3 0 0 0 0 4 

県計 1 3 5 6 3 2 20 

過不足数 △7～ △4～6 △1～3 ±0 ＋1～3 計 

市部 0 3 5 4 4 16 

郡部 0 0 1 3 0 4 

県計 0 3 6 7 4 20 
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（２）保護業務の自主的内部点検 

   保護業務の自主的内部点検は、福祉事務所が当面する課題及び指導監査結果に基づく指

導事項又は指示事項を取り入れた点検を行い、これらの課題に対して、年間を通じて具体

的な対応を図ろうとするものである。 

実施した自主的内部点検の結果は、福祉事務所としての評価を行い、実施方針等に反映

されている。 

 

（３）会議・研修等 

  生活保護法を適切に運営し、また被保護者に対して適切な支援を行うためには福祉事務

所現業員の役割が大きな比重を占めるとともに、関係機関との協力関係を確立することも

重要である。 

  このため、各福祉事務所ではケース研究会や新任職員に対する研修、さらには近隣福祉

事務所との職員研修の交流、関係機関との連絡会議等を行い、現業員の職務能力の向上、

資質の向上に努めている。 

 

（４）現業活動 

  生活保護行政の現業活動は、査察指導員を中心に福祉事務所として一体性のある組織的

な業務が遂行されているが、その主な業務として、「訪問調査活動」「関係先調査」「ケー

ス診断会議」「長期医療扶助受給者実態把握」及び「自立助長の推進」があり、その状況

は次のとおりである。 

 

ア 訪問調査活動の状況 

    「訪問調査活動」は現業活動の最も主要な部分であり、ケースの実態把握と指導援助を

その目的としている。各福祉事務所とも世帯類型、援助方針等に応じた訪問基準を設定し、

全世帯について年１回以上の定期的な見直しを行う他、随時実態に応じた変更を行ってい

る。福祉事務所の訪問基準の状況は第 16表のとおりである。 

  また、令和３年度における地区担当員１人あたりの月平均訪問日数は、市部で 4.2 日、

被保護世帯への訪問実施件数は 9.2 件、郡部で 7.3 日、17.6 件となっている。 
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%

4
.
0
%

3
0
.
6
%

5
4
.
5
%

8
.
3
%

7
8

1
9
6

4
8
7

1
,
1
4
5

3
2
3

3
7
3

2
,
6
0
2

3
.
0
%

7
.
5
%

1
8
.
7
%

4
4
.
0
%

1
2
.
4
%

1
4
.
3
%

1
0
5

2
3
3

5
3
9

1
,
1
6
1

3
3
8

3
9
7

2
,
7
7
3

3
.
8
%

8
.
4
%

1
9
.
4
%

4
1
.
9
%

1
2
.
2
%

1
4
.
3
%

6
3
4

1
5
6

4
3
1

1
0
2

1
2
5

8
5
4

0
.
7
%

4
.
0
%

1
8
.
3
%

5
0
.
5
%

1
1
.
9
%

1
4
.
6
%

4
1
3

1
9
7

4
0
5

9
7

1
4
3

8
5
9

0
.
5
%

1
.
5
%

2
2
.
9
%

4
7
.
1
%

1
1
.
3
%

1
6
.
6
%

1
0
1

1
6
6

6
3
4

2
,
3
1
7

6
6
5

2
9
5

4
,
1
7
8

2
.
4
%

4
.
0
%

1
5
.
2
%

5
5
.
5
%

1
5
.
9
%

7
.
1
%

1
4
7

2
1
7

6
9
4

2
,
2
9
6

7
3
3

2
5
3

4
,
3
4
0

3
.
4
%

5
.
0
%

1
6
.
0
%

5
2
.
9
%

1
6
.
9
%

5
.
8
%

2
3

2
4

4
4
1

5
6
4

1
,
2
7
7

3
2
8

2
,
6
5
7

0
.
9
%

0
.
9
%

1
6
.
6
%

2
1
.
2
%

4
8
.
1
%

1
2
.
3
%

1
6

2
3

4
5
1

5
5
0

1
,
1
6
3

2
3
0

2
,
4
3
3

0
.
7
%

0
.
9
%

1
8
.
5
%

2
2
.
6
%

4
7
.
8
%

9
.
5
%

1
9
2
-

2
4
8

1
,
1
2
8

2
2
6

1
,
6
9
5

0
.
1
%

5
.
4
%

1
4
.
6
%

6
6
.
5
%

1
3
.
3
%

0
9
5
-

1
6
6

1
,
2
1
8

2
5
3

1
,
7
3
2

0
.
0
%

5
.
5
%

9
.
6
%

7
0
.
3
%

1
4
.
6
%

1
2
1

4
0

2
1
9

4
7

3
2
8

0
.
3
%

0
.
0
%

6
.
4
%

1
2
.
2
%

6
6
.
8
%

1
4
.
3
%

3
1
1

3
9

3
4

2
0
3

4
1

3
3
1

0
.
9
%

3
.
3
%

1
1
.
8
%

1
0
.
3
%

6
1
.
3
%

1
2
.
4
%

8
2
4

9
8

1
9
7

1
0
8

1
0
2

5
3
7

1
.
5
%

4
.
5
%

1
8
.
2
%

3
6
.
7
%

2
0
.
1
%

1
9
.
0
%

8
3
6

1
2
0

1
9
1

9
6

1
0
3

5
5
4

1
.
4
%

6
.
5
%

2
1
.
7
%

3
4
.
5
%

1
7
.
3
%

1
8
.
6
%

年
4
回

年
3
回

年
2
回

年
1
回

計

現
員

標
準

数
専

任
面

接
員

地
区

担
当

員

年
1
2
回

年
6
回

福 祉 事 務 所 名

年 　 　 度
(
4
.
1
)

8
.
1
%

1
,
1
9
4

6
1
,
6
4
9

1
,
3
2
8

1
3
4

1
8

8
0
.
5
%

1
6

5
5
.
8
%

5
.
4
%

8
2
4

3
5
4
3

1
1

6
0

6
0

6
1
,
6
3
5

9
1
3

8
9

3
2
2

7
4
4
.
9
%

4
0
.
7
%

6
2
7

三
浦

市
2

5
4
0

1
1

6
2
8

3
3
2
8

1
1

4
0

3
7
9
1

3
5
5

7
7
8

4
5
6

4
0
0

2
7

5
8
.
6
%

5
1
.
4
%

3
2
.
1
%

2
,
8
3
7

逗
子

市
2

3
2
5

1
1

4
0

4

1
8

3
,
7
5
7

1
,
3
3
6

1
,
2
0
5

0
3
5
.
6
%

1
0

9
2
.
9
%

7
4
.
7
%

7
1
5

3
1
,
7
3
9

3
3

2
1

0

2
1

0
1
7

3
,
9
1
5

3
,
6
3
8

2
,
9
2
3

2
,
9
5
9

6
4
5
.
9
%

4
5
.
9
%

1
,
6
1
2

茅
ヶ

崎
市

2
1
,
7
1
4

3
3

1
,
4
3
0

3
2
,
7
3
9

5
5

3
4

2
3
0

6
,
4
5
0

2
,
9
5
9

6
,
1
3
8

1
,
3
0
3

1
,
3
0
3

3
2
1
.
2
%

2
1
.
2
%

1
1
.
9
%

1
3
,
4
9
0

小
田

原
市

2
2
,
6
7
7

5
5

3
2

2
3
0

4
7

1
5
,
1
1
6

1
,
8
2
9

1
,
7
9
8

3
1

1
2
.
1
%

3
5

1
7
.
1
%

1
5
.
2
%

1
3
,
0
1
8

3
4
,
3
3
6

8
6

5
3

0

5
2

0
4
8

1
5
,
2
8
8

2
,
6
1
8

2
,
3
2
1

2
,
7
4
4

4
1
0
4
.
0
%

1
0
3
.
1
%

3
1
7

藤
沢

市
2

4
,
2
7
3

7
6

4
4
3

3
8
7
1

1
2

1
0

0
1
3

2
,
6
6
1

2
,
7
6
7

2
,
6
2
6

2
,
6
9
9

2
,
6
0
7

3
1
0
2
.
8
%

9
9
.
3
%

2
5
.
9
%

4
,
9
7
0

鎌
倉

市
2

8
6
0

1
1

1
0

0
1
0

3
8

8
,
9
2
8

3
,
2
2
2

2
,
3
0
8

7
7

3
6
.
1
%

3
2
,
8
4
6

5
4

3
4

0

5
,
1
5
6

4
,
0
9
6

1
2
9

5
9
.
6
%

4
7
.
3
%

1
,
0
6
0

8
,
8
6
7

平
塚

市
2

2
,
7
5
1

5
4

3
3

0
3
6

8
,
6
5
8

1
5
,
0
7
8

2
,
8
2
5

1
,
8
2
1

8
2

1
8
.
7
%

1
2
.
1
%

4
8
.
8
%

3
7
.
2
%

4
,
2
5
4

3
4
,
2
1
9

7
8

5
2

3
5
2

3
4
6

1
5
,
1
7
5

7
,
4
0
1

5
,
6
5
0

8
4

横
須

賀
市

2
4
,
0
9
4

7
7

5
0

現
員

標
準

数

被 保 護

世 帯 数

（ 実 数 ）

実
施

体
制

（
４

月
１

日
現

在
）

訪
問

基
準

の
状

況
（

４
月

１
日

現
在

）

査
察

指
導

員
現

業
員

訪
問

延
件

数

計
画

に
対

す
る

訪
問

実
施

率

訪
問

延
日

数
（

実
績

）

過
去

一
年

間
の

延
地

区
担

当
員

数

地
区

担
当

員
１

人
当

た
り

の
月

間
訪

問
実

績

訪
問

件
数

訪
問

日
数

計
画

実
績

計
画

に
対

す
る

家
庭

内
面

接
実

施
率

訪
問

活
動

の
状

況

2
,
6
9
5

5
6
4

1
3
.
1

4
.
8

1
,
8
1
9

5
7
0

5
.
0

3
.
2

電
話

等
に
よ

る
生

活
状
況

等
の

聴
取
を

実
施

し
た
件

数

1
,
4
6
4

4
0
2

1
2
.
8

3
.
6

1
,
2
4
5

3
9
6

8
.
1

3
.
1

1
,
0
4
2

1
2
0

2
2
.
5

8
.
7

1
,
2
1
1

1
4
4

1
9
.
2

8
.
4

3
,
8
1
6

5
1
6

5
.
1

7
.
4

2
,
0
2
4

5
0
4

3
.
6

4
.
0

4
0
6

3
7
2

3
.
5

1
.
1

1
,
2
6
5

3
8
4

7
.
7

3
.
3

1
,
2
1
2

2
0
4

1
7
.
8

5
.
9

6
1
7

1
9
8

6
.
7

3
.
1

4
9
5

4
8

9
.
5

1
0
.
3

2
6
8

4
8

7
.
4

5
.
6

1
8
7

7
2

1
2
.
7

2
.
6

2
0
7

7
2

1
8
.
4

2
.
9
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第
1
5
表

　
福

祉
事

務
所

の
実

施
体

制
及

び
訪

問
活

動
の

状
況

（
市

部
）

（
そ

の
２

）

 
 

う
ち

、
家
庭

内
面

接
を
実

施
し

た
件
数

う
ち

、
Ｓ

Ｖ
同
行

(
再

掲
)

A
B

B
'

B
/
A

B
'
/
A

C
D

B
/
D

C
/
D

世
帯

人
人

人
人

人
件

　
/
　

％
件

　
/
　

％
件

　
/
　

％
件

　
/
　

％
件

　
/
　

％
件

　
/
　

％
件

　
/
　

％
件

件
件

件
％

％
件

日
人

件
日

8
7
2

1
2
4

4
2
7

6
3
6

2
3
2

1
,
4
9
9

0
.
5
%

4
.
8
%

8
.
3
%

2
8
.
5
%

4
2
.
4
%

1
5
.
5
%

7
1
0
1

1
4
7

3
9
0

6
1
2

2
4
6

1
,
5
0
3

0
.
5
%

6
.
7
%

9
.
8
%

2
5
.
9
%

4
0
.
7
%

1
6
.
4
%

1
1
6
6

3
8
5

9
1
6

7
1
4

3
0
2

2
,
4
8
4

0
.
0
%

6
.
7
%

1
5
.
5
%

3
6
.
9
%

2
8
.
7
%

1
2
.
2
%

2
9
2

3
8
2

9
4
7

8
2
4

3
2
3

2
,
5
7
0

0
.
1
%

3
.
6
%

1
4
.
9
%

3
6
.
8
%

3
2
.
1
%

1
2
.
6
%

8
3

1
2
8

2
8
8

1
,
0
9
5

9
2
6

3
8
4

2
,
9
0
4

2
1
.
6
%

4
.
4
%

9
.
9
%

3
7
.
7
%

3
1
.
9
%

1
3
.
2
%

1
0
1

1
4
8

2
4
3

1
,
1
6
2

8
6
0

3
7
8

2
,
8
9
2

3
.
5
%

5
.
1
%

8
.
4
%

4
0
.
2
%

2
9
.
7
%

1
3
.
1
%

4
0

1
6
0

6
3
0

1
2
8

9
5
8

4
.
2
%

0
.
0
%

1
6
.
7
%

0
.
0
%

6
5
.
8
%

1
3
.
4
%

3
8

1
7
1

6
1
3

1
4
7

9
6
9

3
.
9
%

0
.
0
%

1
7
.
6
%

0
.
0
%

6
3
.
3
%

1
5
.
2
%

2
1

1
2

1
0
0

1
6
0

4
0
3

1
4

7
1
0

3
.
0
%

1
.
7
%

1
4
.
1
%

2
2
.
5
%

5
6
.
8
%

2
.
0
%

1
9

2
9

1
1
9

1
2
9

4
3
7

2
1

7
5
4

2
.
5
%

3
.
8
%

1
5
.
8
%

1
7
.
1
%

5
8
.
0
%

2
.
8
%

8
8

0
3
9
5

1
,
0
3
1

2
5
4

7
9

1
,
8
4
7

4
.
8
%

0
.
0
%

2
1
.
4
%

5
5
.
8
%

1
3
.
8
%

4
.
3
%

8
3

0
4
0
2

1
,
0
2
0

2
4
8

7
5

1
,
8
2
8

4
.
5
%

0
.
0
%

2
2
.
0
%

5
5
.
8
%

1
3
.
6
%

4
.
1
%

3
0

6
0

0
1
7
5

6
0

2
9
8

1
.
0
%

0
.
0
%

2
0
.
1
%

0
.
0
%

5
8
.
7
%

2
0
.
1
%

1
0

0
7
0

0
1
7
3

6
4

3
1
7

3
.
2
%

0
.
0
%

2
2
.
1
%

0
.
0
%

5
4
.
6
%

2
0
.
2
%

2
1
1

3
4

1
5
3

4
1
2

8
4

6
9
6

0
.
3
%

1
.
6
%

4
.
9
%

2
2
.
0
%

5
9
.
2
%

1
2
.
1
%

4
2
5

6
4

1
3
6

3
7
7

8
8

6
9
4

0
.
6
%

3
.
6
%

9
.
2
%

1
9
.
6
%

5
4
.
3
%

1
2
.
7
%

5
4
7

9
2
5

3
,
5
0
5

9
,
8
6
8

1
0
,
2
8
7

3
,
0
6
8

2
8
,
2
0
0

1
.
9
%

3
.
3
%

1
2
.
4
%

3
5
.
0
%

3
6
.
5
%

1
0
.
9
%

1
0
0
.
0
%

6
5
6

1
,
0
2
3

3
,
8
1
0

9
,
9
1
3

1
0
,
3
5
3

3
,
1
2
3

2
8
,
8
7
8

2
.
3
%

3
.
5
%

1
3
.
2
%

3
4
.
3
%

3
5
.
9
%

1
0
.
8
%

1
0
0
.
0
%

年 　 　 度
年

1
2
回

年
6
回

年
4
回

年
3
回

年
2
回

標
準

数
現

員
標

準
数

(
4
.
1
)被 保 護

世 帯 数

（ 実 数 ）

実
施

体
制

（
４

月
１

日
現

在
）

訪
問

基
準

の
状

況
（

４
月

１
日

現
在

）

査
察

指
導

員
現

業
員

福 祉 事 務 所 名

実
績

年
1
回

計

0現
員

計
画

専
任

面
接

員

地
区

担
当

員

秦
野

市
2

1
,
5
2
2

3
2

1
8

1
2

3
,
9
5
0

2
,
1
4
0

2
,
1
4
0

3
5
4
.
2
%

5
4
.
2
%

6
9
6

3
1
,
5
3
7

3
2

1
9

0
1
6

4
,
0
5
2

2
,
2
9
8

2
,
2
6
3

3
6

5
6
.
7
%

5
5
.
8
%

7
1
5

厚
木

市
2

2
,
5
0
8

4
4

3
1

0
3
0

7
,
0
3
8

5
,
4
3
3

4
,
2
9
0

1
1
4

7
7
.
2
%

6
1
.
0
%

8
6

3
2
,
5
4
1

4
4

3
1

1
3
0

7
,
0
8
6

5
,
3
5
9

5
,
3
5
9

6
3

7
5
.
6
%

7
5
.
6
%

0

大
和

市
2

2
,
9
0
8

5
4

3
6

0
3
2

7
,
9
7
5

4
,
7
3
6

2
,
9
4
4

3
6

5
9
.
4
%

3
6
.
9
%

1
,
4
5
7

3
2
,
9
0
3

5
4

3
6

0
3
3

8
,
1
8
1

4
,
6
6
9

3
,
5
0
1

4
0

5
7
.
1
%

4
2
.
8
%

1
,
1
8
4

伊
勢

原
市

2
9
3
0

2
2

1
1

0
1
0

2
,
5
6
2

2
,
4
7
1

7
0
3

4
9

9
6
.
4
%

2
7
.
4
%

1
,
8
6
2

3
9
7
6

2
2

1
1

0
1
1

2
,
5
0
0

2
,
3
3
4

3
7
4

5
0

9
3
.
4
%

1
5
.
0
%

1
,
8
6
2

海
老

名
市

2
9
7
5

2
2

1
2

0
1
2

2
,
8
2
3

3
,
0
5
5

2
,
9
0
2

2
1
0
8
.
2
%

1
0
2
.
8
%

6
5
6

3
9
6
0

2
2

1
2

0
1
2

2
,
7
2
7

3
,
1
1
8

2
,
8
3
7

8
1
1
4
.
3
%

1
0
4
.
0
%

1
,
4
3
1

座
間

市
2

1
,
7
8
5

3
3

2
1

0
1
7

6
,
2
9
0

1
,
0
6
6

6
5
5

1
4

1
6
.
9
%

1
0
.
4
%

1
,
7
7
5

3
1
,
8
7
2

3
3

2
3

0
1
7

6
,
2
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第
1
5
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１

　
「

査
察

指
導

員
」

の
「

標
準

数
」

欄
は

、
現

業
員

の
標

準
数

を
７

で
除

し
て

得
た

数
と

し
、

端
数

は
小

数
点

以
下

第
１

位
を

四
捨

五
入

す
る

こ
と

。
た

だ
し

、
１

未
満

は
１

と
す

る
こ

と
。

　
　

２
　

「
現

業
員

」
の

「
標

準
数

」
欄

は
、

社
会

福
祉

法
第

１
６

条
に

基
づ

く
数

と
、

被
保

護
世

帯
数

を
基

に
郡

部
福

祉
事

務
所

の
場

合
は

６
５

、
市

部
の

場
合

は
８

０
で

除
し

て
得

た
数

（
端

数
は

小
数

点
以

　
　

　
　

下
第

１
位

を
四

捨
五

入
）

と
比

較
し

て
い

ず
れ

か
少

な
い

方
の

数
を

記
入

す
る

こ
と

。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

　
３

　
「

訪
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基
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の
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況
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０
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す
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。
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第 16 表 福祉事務所の訪問基準の状況 

令和４年４月１日現在 

訪問基準 

事

務

所

数 

訪問基準 

事

務

所

数 

４
区
分 

  

 

Ａ （年に 12 回以上訪問） 

Ｂ （年に 4 回以上訪問） 

Ｃ （年に 2 回以上訪問） 

Ｄ （年に 1 回以上訪問） 

２ 
６
区
分 

    

 

Ａ （年に 12 回以上訪問） 

Ｂ （年に 6 回以上訪問） 

Ｃ （年に 4 回以上訪問） 

Ｄ （年に 3 回以上訪問） 

Ｅ （年に 2 回以上訪問） 

Ｆ （年に 1 回以上訪問） 

15 

５
区
分 

    

Ａ （年に 12 回以上訪問） 

Ｂ （年に 6 回以上訪問） 

Ｃ （年に 3 回以上訪問） 

Ｄ （年に 2 回以上訪問） 

Ｅ （年に 1 回以上訪問） 

１ 計 20 

 

Ａ （年に 12 回以上訪問） 

Ｂ （年に 4 回以上訪問） 

Ｃ （年に 3 回以上訪問） 

Ｄ （年に 2 回以上訪問） 

Ｅ （年に 1 回以上訪問） 

２ 

 

イ 関係先調査 

  生活保護は、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生

活の維持のために活用することを要件として行われるため、保護の開始、変更、停止

又は廃止する際は要否判定が必要とされ、預貯金、生命保険などの保有状況調査を行

う。 

  また、民法で規定する扶養義務者や他の法律に定める扶助は生活保護法に優先して

行われるべきであることから、親族等からの仕送り等援助の可否や年金その他福祉各

法で定める公的扶助の受給可否を調査している。 

 

ウ ケース診断会議 

  ケース診断会議では、多くの課題を抱えるケースや自立を推進すべきケースあるい

は指導が困難なケースなど、福祉事務所として多角的かつ組織的な対応を必要とする
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ケースについて検討を行い、援助方針の策定、見直しを図っている。 

  この会議は主として査察指導員が主催するが、福祉事務所の組織的判断と方針の決

定を行うことから、所長等も出席し、また必要に応じて嘱託医、就労支援員などの参

加を求め、総合的な社会診断と指導・援助計画についての検討を行うことにより、効

果的で的確なケース支援の展開を図っている。 
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（５）自立支援プログラム 

   自立支援プログラムとは、保護の実施機関が管内の被保護世帯全体の状況を把握した上

で、被保護者の状況や自立阻害要因について類型化を図り、それぞれの類型毎に取り組む

べき自立支援の具体的内容及び実施手順等を定め、これに基づき被保護者の自立に必要な

支援を組織的に実施するものである。 

   自立支援プログラムのうち、就労による自立を目的とした就労支援プログラムでは、各

福祉事務所が地域や世帯構成の特性等を踏まえながら独自でプログラムを策定して個別

の支援を展開しているところである。就労支援プログラムのうち、就労支援員による支に

援については、平成 17 年度以降、順次県内福祉事務所に就労支援員を配置し、全福祉事

務所に配置がされた。支援効果の重要性を鑑み、平成 27 年４月からは生活保護法上の必

須事業とされている。 

また、福祉事務所とハローワークの連携事業として、自治体と労働局の間で協定を締結

し、福祉事務所からハローワークへの支援対象者の送り出し、福祉事務所へのハローワー

クの常設窓口の設置や巡回相談の実施等、ハローワークと自治体が一体となり、就労支援

体制の強化を図る「生活保護受給者等就労自立促進事業」を平成 25 年度から開始してい

る。  

自立支援プログラムは、就労による「経済的自立」のみならず、「日常生活自立」、「社

会生活自立」を目的としたプログラムの策定・実施の充実にむけた取り組みが各福祉事務

所で行われ、一人ひとりの被保護者の自立に着眼した支援体制の強化が図られてきている

ところである。 

   

第 17 表 各福祉事務所における個別支援プログラム策定状況     令和４年３月時点 

自治体名 自立支援プログラム名 参加者数 達成者数 

平
塚
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 22 11 

被保護者就労支援事業 238 36 

年金相談事業 60 54 

子ども健全育成推進事業 45 20 

鎌
倉
市 

生活保護受給者等就労自立促進プログラム 79 44 

福祉事務所就労支援プログラム 1 ０ 

長期入院患者退院促進プログラム ０ ０ 

債務者支援プログラム ０ ０ 
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鎌倉市 被保護者介護老人福祉施設入所者支援プログラム ０ ０ 

藤
沢
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 99 51 

被保護者就労支援事業 102 15 

被保護者就労準備支援事業 25 １ 

健康管理支援事業 3,902 849 

子ども支援プログラム 89 28 

小
田
原
市 

生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム 69 38 

退院促進個別支援プログラム 12 ９ 

障害年金申請プログラム 23 ８ 

ホームレス自立支援プログラム ９ ９ 

中学・高校卒業予定者自立支援プログラム 32 29 

多重債務者支援プログラム 37 １ 

ニート・引きこもり等支援プログラム 87 58 

就労支援員による就労支援プログラム 233 79 

茅
ヶ
崎
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 17 ４ 

精神障害者退院促進プログラム １ １ 

債務整理支援プログラム 100 ６ 

家計簿活用支援プログラム ２ ０ 

茅ヶ崎市子ども健全育成推進事業 21 19 

被保護者就労支援事業 162 21 

逗
子
市 

逗子市就労支援プログラム 10 ０ 

逗子市多重債務者等債務整理支援プログラム ３ ０ 

逗子市被保護世帯学習支援プログラム ５ ２ 

三浦市 生活保護受給者等就労自立促進プログラム ９ ０ 

秦
野
市 

被保護者就労準備支援事業 33 ３ 

生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業 11 11 

生活困窮者家計改善支援事業 18 18 

被保護者健康管理支援事業 18 17 

生活保護受給者年金受給支援事業 268 65 

被保護者就労支援事業 111 37 

厚木市 生活保護受給者等就労自立促進事業 91 28 
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大
和
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 17 12 

就労支援員による就労支援プログラム 95 52 

被保護者就労準備支援プログラム ９ １ 

被保護世帯等こども健全育成支援事業 87 87 

伊
勢
原
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 33 18 

就労支援員による就労支援事業 29 ８ 

年金受給支援プログラム 38 20 

子ども学習習慣づくり支援プログラム 25 25 

海老名市 就労支援プログラム 39 23 

座
間
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 12 ７ 

就労支援員活用プログラム 121 46 

多重債務解消支援プログラム ０ ０ 

被保護者家計改善支援プログラム 21 ７ 

南
足
柄
市 

就労プログラム 11 １ 

在宅生活見守り支援プログラム 37 37 

綾
瀬
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 22 ６ 

就労支援プログラム 22 ６ 

被保護者等就労準備支援事業（就業体験的ボランティア） 18 ４ 

高校進学支援プログラム ７ ４ 

外国人向け就労自立支援推進事業 ４ ０ 

健康管理支援事業 355 212 

被保護者等就労準備支援事業（農業補助 公共施設管理補助） 10 10 

母子世帯自立支援プログラム 10 ２ 

多重債務者債務整理支援プログラム １ ０ 

平
塚
保
健
福
祉
事
務
所 

他法他施策活用支援プログラム 191 191 

被保護者就労支援プログラム 31 ６ 

高校進学支援及び高校生支援プログラム ７ ５ 

子どもに対する学習支援事業 ３ ３ 

平
塚
保
健
福
祉
事
務
所
茅
ケ
崎

支
所 

被保護者就労支援事業 44 44 

生活困窮者等家計改善支援事業 ９ ９ 

生活困窮世帯の子どもの健全育成事業 104 104 

生活困窮者等就労準備支援事業 ８ ８ 
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平塚保健福

祉事務所茅

ケ崎支所 

被保護者健康管理支援事業 57 57 

精神科病院長期入院患者年金支給プログラム ２ ２ 

鎌
倉
保
健
福
祉
事
務
所 

被保護者就労支援事業 ４ ３ 

生活困窮者等家計改善支援事業 ０ ０ 

生活困窮者等就労準備支援事業 ０ ０ 

被保護者健康管理支援事業 20 ７ 

生活困窮世帯の子どもの健全育成事業 ６ ６ 

小
田
原
保
健
福
祉
事
務
所 

子どもの育ち支援プログラム 69 69 

高校進学等支援プログラム 11 11 

高校生支援プログラム 13 13 

中学卒業後の社会生活支援プログラム ６ ６ 

被保護者就労準備支援事業 15 ０ 

被保護者就労支援事業 20 ４ 

居住の安定確保支援事業 10 ７ 

生活保護受給者等就労自立促進事業 23 17 

生活困窮者等家計改善支援事業 21 ５ 

小
田
原
保
健
福
祉
事
務

所
足
柄
上
セ
ン
タ
ー 

農業訓練・社会参加促進支援プログラム ８ ０ 

被保護者就労支援事業 ９ ４ 

子どもの健全育成プログラム 70 70 

厚
木
保
健
福
祉
事
務
所 

被保護者就労支援事業 26 15 

生活困窮者等就労準備支援事業 20 10 

居住の安定確保支援事業 396 396 

生活困窮世帯の子どもの健全育成プログラム（延べ人数） 1,636 1,636 

生活困窮者等家計改善支援事業 55 55 

被保護者健康管理支援事業 435 435 

外国籍被保護者等に対する自立支援プログラム 315 315 
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（６）生活保護受給者等就労自立促進事業 

   平成 17 年度より、「生活保護受給者等就労支援事業」としてハローワークと福祉

事務所が連携し、就労・自立の意欲が一定程度以上ある生活保護受給者に対して、

個々の対象者の様態、ニーズ等に応じた就労支援を実施した。平成 23 年度より「『福

祉から就労』支援事業」となり、地方公共団体と労働局・安定所との間で、年間の

支援対象者数、就職者数等に関する目標、役割分担等について定めた協定を締結し、

就労支援を実施している。 

さらに、平成 25 年度からは、「『福祉から就労』支援事業」を発展させ、福祉事

務所へのハローワークの常設窓口を設置、巡回相談を行うなど、ハローワークと自

治体が一体となった就労支援体制を強化した「生活保護受給者等就労自立促進事

業」を開始している。 

実施状況は第 18表のとおりである。 

   

第 18 表 生活保護受給者等就労自立促進事業の実施状況（政令・中核市を含む） 

（令和３年度） 

支援の取組み件数 就職・増収件数 

2,949 1,576 

※「令和３年度における就労支援等の状況調査について」（令和４年６月２日付け厚生労働省社会・ 

援護局保護課自立支援係長事務連絡）における調査票により算出 

 

（７）就労支援員等による個別支援プログラム 

   各福祉事務所に配置された就労支援員を活用する個別支援プログラムの実施状

況は、第 19 表のとおりである。 

   神奈川県の保護の実施機関では、令和４年３月現在 159 名の就労支援員が配置さ

れており、査察指導員、現業員と連携して効果的な就労支援を実施している。 

 

第 19 表 就労支援員等による個別支援プログラム実施状況（政令・中核市を含む）    

（令和３年度） 

支援の取組み件数 就職・増収件数 

5,369 1,663 

※「令和３年度における就労支援等の状況調査について」（令和４年６月２日付け厚生労働省社会・ 

援護局保護課自立支援係長事務連絡）における調査票により算出 
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（８）県内保護施設の状況 

 

第 20 表 県内保護施設の状況                (令和４年４月１日現在)  

　　運営主体 施設種別 施設名 所在地 許可年月日
入所
定員

入所
現員

(福)恩賜財団神奈川県同胞援護会 救護施設 平塚ふじみ園 平塚市四之宮6-15-1 平成18年3月29日 180 181

(福)横浜社会福祉協会 清明の郷 横浜市南区中村町5-315 平成18年3月27日 190 188

(福)恩賜財団神奈川県同胞援護会 救護施設 岡野福祉会館 横浜市西区岡野2-15-6 平成8年2月1日 130 125

(福)神奈川県匡済会 横浜市浦舟園 横浜市南区浦舟町3-46 平成16年7月1日 100 98

(福)幼年保護会 甲突寮 横浜市磯子区丸山1-19-20 昭和39年9月1日 50 38

(福)横浜市社会事業協会 更生施設 横浜市中央浩生館 横浜市南区中村町3-211 昭和56年4月1日 68 41

(福)横浜愛隣会 民衆館 横浜市南区睦町1-27 昭和58年4月22日 68 57

(福)川崎聖風福祉会 救護施設
ノーマ・ヴィラー
ジュ聖風苑

川崎市川崎区池上新町3-1-8 平成4年4月1日 80 79

設置主
体

横浜市

横浜市

 
注１：医療保護施設を除く。 

注２：「岡野福祉会館」は、平成 5 年 4 月 1 日に県立委託更生施設から民立民営更生施設に転換後、平成 8 年 2 月 1 日よ

り救護施設に施設転換済（新築、定員 130 人）。 

注３：「平塚ふじみ園」は、平成 18 年 4 月 1日から民立民営により事業開始。 

 

 

第 21 表 県内保護施設（救護・更生）所管別入所者の状況 

ア 救護施設                       (令和４年４月１日現在) 

県所管 151 83.4% 0 0.0% 2 1.6% 1 1.0% 0 0.0% 154 23.0%

横浜市 1 0.6% 183 97.3% 121 96.8% 97 99.0% 6 7.6% 408 60.8%

川崎市 0 0.0% 5 2.7% 0 0.0% 0 0.0% 73 92.4% 78 11.6%

相模原市 20 11.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 20 3.0%

横須賀市 9 5.0% 0 0.0% 1 0.8% 0 0.0% 0 0.0% 10 1.5%

その他 0 0.0% 0 0.0% 1 0.8% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

計 181 100.0% 188 100.0% 125 100.0% 98 100.0% 79 100.0% 671 100.0%

80 680

施設名 平塚ふじみ園

実
施
機
関

清明の郷 岡野福祉会館 横浜市浦舟園
ノーマ・ヴィ

ラージュ聖風苑
計

定員 180 190 130 100

 

 

イ 更生施設                     (令和４年４月１日現在) 

県所管 9 23.7% 0 0.0% 0 0.0% 9 6.6%

横浜市 24 63.2% 39 95.1% 56 98.2% 119 87.5%

川崎市 2 5.3% 0 0.0% 1 1.8% 3 2.2%

相模原市 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

横須賀市 3 7.9% 2 4.9% 0 0.0% 5 3.7%

その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

計 38 100.0% 41 100.0% 57 100.0% 136 100.0%

定員 50 68 68 186

実
施
機
関

施設名 甲突寮
横浜市中央浩生

館
民衆館 計
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第 22 表 救護施設（平塚ふじみ園）利用者の障害状況構成比推移(令和４年３月 31 日時点) 

※ 昭和 50 年及び 60 年については、「内部障害」を分けていないため、その他に含む。 

第 23 表  救護施設（平塚ふじみ園）の在園期間別在園者数 (令和４年３月 31 日時点) 

      平均在園期間   6.3 年  (男性 6.4 年  女性 6.3 年) 

    在園人数     181 人    (男性 130 人  女性  51 人) 

 
（令和４年３月 31日現在） 

 

   
（平塚ふじみ園「一年のあゆみ」より）  

内部障害 

知的障害 身体障害 精神障害 その他 

１年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年 15年 20年

未満 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

在園者数 16 15 12 18 13 11 8 11 10 15 36 8 8 181

計
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